
平 成 ２ ２ 年 ２ 月 １ ５ 日
総務省情報流通行政局

地上デジタル放送に関する最近の取組状況
～２０１１年７月２４日まで、あと５２４日～
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地上デジタル放送対応受信機の普及目標と現況

特別な受信機器の出荷台数累計

ワンセグ対応携帯電話の出荷台数
（２００９.１１月）

車載用地上デジタル放送受信機
の出荷台数 （２００９.１２月）

7,224万台

385万台

直接受信が可能なエリア

（2003.12月）全世帯の約２５％

（200６.12月）全世帯の約８４％

（200８.12月）全世帯の約９６％

（200９.12月）全世帯の約９８％

台数の目標と実績

普及実績

6,684万台
（2009年12月）

調査結果

69.5％
［3,475万世帯相当］

（2009年9月）

（出典）・普及世帯率及びアナログ停波時期の認知度については、総務省“地上デジタルテレビ放送
に関する浸透度調査”（2009年9月）より

・普及台数については、2009年12月末、JEITA、日本ケーブルラボ調べ

世帯数の目標と実績

普及目標

72%
[3,600万世帯]
（2009年9月）

普及目標
6,390万台

（2009年12月）

（200７.３月）６０．４％

（2008.３月）６４．７％

（2009.３月）８９．６％

（2009.9月）８９．６％

アナログ停波時期の認知度
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地デジ対応受信機の世帯普及率（９月浸透度調査）－都道府県別の状況－
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平成21年3月調査の結果
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（注１） 普及率は、チューナー内蔵テレビ、レコーダ、外付けチューナー、パソコン、CATV用STBのいずれかを持っている世帯の割合

（注２）いずれもサンプリング調査による統計データであり、ある程度の誤差は想定される。その目安はサンプル数に応じて±３～８%前後。



テレビの販売価格と推移、外付けチューナーの販売価格

低価格チューナーの販売事例（2010年2月）

※ネット販売価格

地デジ
チュー
ナー

機種※1

量販店等
店頭での

価格事例※2

[円]

通信販売の
価格事例※3

[円]
ハイビ
ジョン

データ
放送

ＥＰＧ

製品A × × △ 4,750 4,700

製品B × × △ 6,980 4,914

製品C × × △ 4,750 5,275

製品D ○ × △ 7,980 5,608

製品E ○ × △ 6,980 6,280

※1 全機種地上デジタル放送専用。また、EPG欄の「△」はいわゆる簡易EPGのみ対応のもの

※2 大手量販店又はディスカウントストアでの低価格販売の事例

※3 インターネット通販関連サイト（価格.com等）での低価格販売の事例（送料込み）

（１）薄型テレビ （２）外付けチューナー

（ⅰ）大手家電量販店での販売事例※（2010年2月）

（ⅱ）その他

・一部の家電量販店では、販売価格の10～20％程度のポイント還元サービス等を実施

している他、随時、時間限定・台数限定等による特別価格を設定（10％程度の値引き等）

液晶16型 液晶20型 液晶26型 液晶32型

約2.0万円 約4.7万円 約4.0万円 約5.0万円

・省エネ効果の高い製品に対しては、一定の商品と交換可能なエコポイントの付与あり

価格推移の例
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エコポイントの活用によるデジタルテレビの購入支援

２０１１年７月に予定どおりアナログ放送を停波するため、エコポイントを活用し、デジ
タルテレビの購入支援を行う。

地デジテレビ国内出荷実績推移（JEITA統計)

薄型テレビの販売台数・前年同月比推移（BCN統計）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

■ ０９年１月～１２月

（注） 上段は出荷台数、下段は対前年同月比

製品購入の５％相当＋リサイクル料金相当

テレビのみ ５％追加

地上デジタル放送対応テレビ

統一省エネラベル４☆
相当以上の製品の購入

４６V以上 ３６,０００
４２V、４０V ２３,０００
３７V １７,０００
３２V、２６V  １２,０００
２６V未満 ７,０００

＋リサイクル（買換）を行う場合 ３,０００

＜エコポイント数（点）例（地上デジタル放送対応テレビ）＞

温暖化対策
（ＣＯ２削減）

景気対策
（経済活性化）

地デジ対応
テレビの普及

エコポイント活用によるグリーン家電の普及

エアコン 冷蔵庫 地デジ対応テレビ
エコポイント

＋

63.1万
(32.9％)

80.3万
(21.1％)

101.9万
(17.4％)

81 .6万
(23.9％)

80.2万
(25.0％)

108.4万
(29.6％)

118.4万
(42.7％)

102.3万
(56.4％)

113.8万
(33.6％)

115.8万
(66.6％)

152.3万
(56.6％)

239.2万
(69.8％)
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地上デジタル放送受信機器購入等支援の概要

アナログ
テレビ

ＵＨＦアンテナ本体
＋設置工事費

チューナー設置
＋操作説明

受信機器購入等支援の内容

・「ＮＨＫ受信料全額免除世帯」（最大２７０万世帯）を対象
①生活保護などの公的扶助世帯
②住民税非課税の障害者世帯
③社会福祉事業施設入所者

・「簡易なチューナー」の無償給付
必要な場合にはアンテナの無償改修等（工事費含む）

・平成２１年度所要額：約１７０億円（６０万世帯分）

支援の実施体制

◇ 支援の実施主体は(株)ＮＴＴ－ＭＥ(※公募により決定）に決定（平成２１年７月１５日公表）

◇ 同社が「総務省 地デジチューナー支援実施センター」として、申込み受付、相談対応、簡易なチューナーの調達、設置
工事などを行う。

簡易なチューナーの調達

◇ 「簡易なチューナー」の仕様ガイドライン（平成１９年１２月２５日(社)デジタル放送推進協会・総務省公表）に基づく
仕様により、(株)ＮＴＴ－ＭＥを通じて一般競争入札を実施（平成２１年７月２３日～８月１２日）し、(株)アイ・オー・
データ機器と(株)バッファローの２社に決定（平成２１年９月７日公表）。

主なスケジュール

◇ 申込みの受付開始 ： 平成２１年１０月１日～平成２２年２月２６日

◇ 申込み件数 ： ５２万件（１月末現在）

◇ チューナーの直送・設置工事等の開始 ： １１月～（準備が整った地域から順次）
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初版
H20.9月現在

全国
１１，８６０施設

(H21.9.30)

第２版
H21.3月現在

第３版
H21.9月現在

辺地共聴施設（自主共聴施設）のデジタル化対応状況

○共聴施設のうち、自主共聴施設（地元視聴者が整備し

た共聴施設）は、全国に約１万２，０００施設

（ 約８０万世帯）。

○自主共聴施設の計画的改修に向け、辺地共聴デジタル

化ロードマップ」を作成・公表

（初版：平成２０年９月末、第２版：平成２１年３月末

第３版：平成２１年９月末）｡

○ＮＨＫと地元視聴者で設置・運営するＮＨＫ共聴施設

については、平成２１年（２００９年）９月末現在、

約７，８００施設のうち約４，０００施設

（約５１％）のデジタル対応が完了。

辺地共聴施設（自主）のデジタル化対応状況
（施設数ベース）

［計画済］
平成23年3月までに、デジタル化改修又はケーブルテレビ編入を予定しているもの

［時期検討中］
デジタル化改修若しくケーブルテレビ編入を平成23年度に予定又は時期検討中のもの

［未定又は未把握］
回収方法・時期が未定のもの又は施設の状況を把握できていないもの

辺地共聴施設のうち、自主共聴施設については支援措置を講じつつ、計画的に
改修を実施。ＮＨＫ共聴施設についてはＮＨＫが責任をもって計画的に対応。
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受信障害対策共聴施設の地域別状況（平成２１年９月末）

受信障害対策共聴施設の地域別デジタル化対応状況
（施設数比を考慮した場合）

１８．７％

【デジタル化対応済率】

関東、近畿では特に重点的な対応が必要

○ 関東や近畿では、施設数が多いにもかかわらず対応済率が低いため、特に重点的な対応が必要

受信障害対策共聴施設の地域別デジタル化対応状況

【注】 横軸は、各地域ブロックの施設数を考慮したもの。
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集合住宅共聴施設の地域別デジタル化対応状況

南関東では特に重点的な
対応が必要

デジタル化
対応済等

デジタル化対応済率
（施設数ベース）

100%
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0%

【注】 横軸は、各都道府県の集合住宅の加入世帯数を考慮したもの。

【参考】 「デジタル化対応済等」には、ＮＨＫによる電波シミュレーションによる受信可能と判断される施設を含む。なお、電波シミュレーションでは、アナログ放送と同一局からデジタル放送を受
信する（開局予定を含む）地域のように、ＵＨＦアンテナが適切な方向に向けて設置済であるため、特段の対応を要せずデジタル放送を受信できると想定される場合を対応不要としている。
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集合住宅共聴施設の地域別状況（平成２１年９月末）

【デジタル化対応済率】６６．４％

○ ＵＨＦアンテナの設置されていない集合住宅が多数存在する南関東では、特に重点的な対応が必要
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デジタル中継局の年次別整備予定

○ 2009年までの中継局開局数は、 7,052局（ＮＨＫ 2,494局、民放 4,558局）（見込み）

→ 2010年は4,068局（NHK 1,634局、民放 2,434局）の整備を予定
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※ 2009年12月25日公表中継局ロードマップより



「地上デジタル放送難視地区対策計画」について

○対策計画※

初版公表
（２００９年８月）

第2版公表
（２０１０年1月）

－半年毎に更新－

○ デジタル難視地区の特定
（1）新たな難視実測調査（２０１０年１月現在）

⇒約4,900地区(約130,000世帯)を特定
（中継局開局の約8,900地区を対象）

（2）デジタル化困難共聴施設のシミュレー
ション精査（約1,700→約360施設） 等

○ 対策計画案の策定・調整

（１）対策手法、対策時期等を検討
（送信側対策又はアンテナ対策・
共聴対策等の受信側対策）

（２）地方公共団体等関係者と調整

地上デジタル放送難視地区対策計画の策定

○市町村別ロードマップ

デジタル放送移行に伴い、

①新たな難視世帯

②デジタル化困難共聴
世帯

③デジタル混信世帯

が全国約３５万世帯発生す
ると推定

2011年春までに対策を実施

リストを策定・公表

・利用対象地区、視聴できる
番組等を記載

⇒第１次策定（新たな難視地域)

公表：2010年１月→定期的に更新

暫定的難視聴対策の実施

・暫定的かつ緊急避難的に衛星を通じ、
地上デジタル放送を再送信
（2015年3月末まで）

○対策計画に
基づく対策

アナログ放送停波までに対策が困難

対策計画に基づく対策の実施

○地上系による
対策実施

（2015年3月まで）

※ デジタル混信は除き、区域外波（徳島県、佐賀県等）の対応手法等を含む。

○電波の特性の違いなどにより、アナログ放送は受信できていたが、デジタル放送は受信できないいわゆる「新たな難視」が発生

○地上デジタル放送難視地区対策計画を策定し、２０１１年春までに対策を行い、デジタル難視聴世帯の数を最小化

○アナログ放送停波までに対策が困難な地区については、暫定的かつ緊急避難的に衛星を通じた「暫定的難視聴対策」を実施。
最終的に２０１５年３月までに地上系による対策を実施
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「地上デジタル放送難視地区対策計画（第２版）」における対策策定状況①

調査地区数
新たな難視ではないと判明

した地区数（※）
新たな難視と判明した

地区数（世帯数）

対策計画（初版）（Ｈ２１年８月） ６，０７５地区 ２，８４５地区
３，２３０地区

（約８．２万世帯）

対策計画（第2版）（Ｈ２２年１月） ８，８６４地区 ３，９５８地区
４，９０６地区

（約１３．０万世帯）

※ 「新たな難視ではないと判明した地区数」には、デジタル放送の良視地区のほか、受信世帯が無い地区、ケーブルテレビ/共聴施設による受信地区を含む。

難視地区の特定（第2版は２００８年までに開局した中継局関連を中心）

対策地区数 対策計画策定 検討中

対策計画（初版）（Ｈ２１年８月） ３，２３０地区
１４０地区

（約０．８万世帯）
３，０９０地区

対策計画（第2版）（Ｈ２２年１月） ４，９０６地区
５３８地区

（約３．３万世帯）
４，３６８地区

対策計画の策定状況

（１）新たな難視地区に対する対策計画

対策手法

中継局の設置 １５３地区

共聴施設新設 １９７地区

ＣＡＴＶ加入 １５３地区

高性能アンテナ対策 ３５地区

＜対策手法の調整状況（検討中の内訳）＞

◆中継局の設置 ：約 １００地区

◆共聴施設新設 ：約 １,１００地区

◆ＣＡＴＶに加入 ：約 ５６０地区

◆高性能アンテナ対策 ：約 １６０地区

◆検討中 ：約 ２,４５０地区

地区別対策計画
（中継局）の例
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（２）デジタル化困難共聴施設に対する対策計画

対策施設数※ 対策計画策定 検討中

対策計画（初版）（Ｈ２１年８月）
３６２施設 １３３施設

（約０．５万世帯）
２２９施設

対策計画（第2版）（Ｈ２２年１月）
３５８施設 １８４施設

（約０．７万世帯）
１７４施設

県別 受信困難地区の特定※

徳島県 ２１３ 地区

佐賀県 １０２ 地区

（３）区域外波の受信困難地区の特定数（徳島県・佐賀県）（初版から変更なし）

※ 市町村別ロードマップのシミュレーションに基づく約１７００の自主共聴施設について、伝送路整備費の試算が８００万円／施設を超えるもの
及び現地調査等により技術的に多大な困難があり現段階でデジタル化困難と判明したもの。

※ 区域外波に対する受信の依存度の高い両県において、平成２１年（２００９年）春、それぞれの県内において１，０００ポイントの実測調査を実施し、

区域外のアナログ放送が受信できていたが、デジタル放送が受信困難となる地区を特定。

「地上デジタル放送難視地区対策計画（第２版）」における対策策定状況②
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地デジ難視対策衛星放送対象リストの公表概要

○ 暫定的難視聴対策事業は、地上アナログテレビ放送から地上デジタルテレビ放送への全面移行の際、アナログテレビ

放送が視聴できている方で、アナログテレビ放送が終了する平成２３年７月２４日までに、地上系の放送基盤によりデジタ

ルテレビ放送が送り届けられない方々に対し、地上系の放送基盤による恒久的な対策が実施されるまでの間、それまで

に視聴していたアナログテレビ放送に相当する放送について、暫定的に放送衛星を用いた地上系の放送番組の同時再

送信（再放送）による放送の視聴に移行していただき、テレビを視聴できないという事態を回避することにより、円滑なデジ

タル化移行に資することを目的とします。また、ＮＨＫのアナログ難視聴地区についても利用の対象（ＮＨＫの放送番組の

み視聴可能）とすることとしています。

➣ 暫定的難視聴対策事業による放送は、ＢＳ１７ｃｈを利用して東京地区の７の地上デジタル放送の番組（Ｎ

ＨＫ東京デジタル(総合・教育)、日本テレビ、テレビ朝日、ＴＢＳテレビ、テレビ東京及びフジテレビ）を放

送（同時再送信）するものです。画質は標準画質で、電子番組表（EPG）及び字幕放送が利用可能です。デー

タ放送はありません。

本放送の実施期間は平成２２年３月から平成２７年３月末までです。現在、平成２２年３月から放送を開始

する予定で準備中です。

➣ 本放送の利用対象者のうち現にＢＳデジタル放送の受信設備等を有していない世帯を対象として、本放送の

受信に必要な最低限の設備の整備を支援します（世帯以外の施設及び特別な対策地区の世帯は受信設備整備支

援の対象にはなりません）。

➣ 暫定的難視聴対策事業の対象地区及び視聴できる放送番組等を示した「地デジ難視対策衛星放送対象リスト」の公

表（平成２２年１月２９日）に伴い本事業の利用受付を開始します。

１ 暫定的難視聴対策事業の概要
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リストの策定状況（平成２２年１月２９日公表分）

２ 地デジ難視対策衛星放送対象リストの策定状況

都道府県 対象地区数 世帯数 備考

栃木県 １４ ２，５５９ ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送難視聴地区(中継局整備)

東京都 １ １７９ ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送難視聴地区(中継局整備)

神奈川県 ４０ ２，６６９ ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送難視聴地区(中継局整備)

合 計 ５５ ５，４０７

放送衛星を用いた地上デジタル放送の再送信

視聴者対応/申請手続き（限
定受信解除等）

受信設備整備支援

送信・利用者管理

受信対策

《 暫定的難視聴対策事業のイメージ 》
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アナログ放送終了リハーサルの状況について

5/29 デジサポ珠洲設置

１／２２正午～２４正午
長時間休止

7/24正午
アナログ放送先行終了

①「１時間休止のお知らせ」の各世帯に送付
②地元電器店が戸別訪問（CATV世帯以外）
③告知スーパーの放送（7/10～１日５回程度）
④区長会への周知や説明会を開催
⑤前日及び当日に珠洲市役所の広報車で周知
⑥能越ケーブルからCATVユーザ全戸にハガキで周知
⑦珠洲市内の視覚障害者約70名に対して電話で周知

【第１ステップ（短時間休止まで）】

7/24 短時間休止

①短時間休止のフォローアップ
②長時間休止及び完全停波の周知
③簡易チューナー提供（１世帯最大４台）

※2，000世帯程度（約3，500台）に設置

【第２ステップ（長時間休止まで）】

【第３ステップ（長時間休止から完全停波まで）】

①長時間休止のフォローアップ
②完全停波の周知

珠洲中継局のエリア

輪島市

能登町
珠洲市

水色の部分がアナログ珠洲局直接受信エリア

能登町

2,200

5,300

珠洲市

アナログ
珠洲中継局
全6波

① 対象世帯数
約７５００世帯

（内訳）珠洲市５３００世帯、能登町２２００世帯

② 上記①のうち直接受信のみの世帯
約３０００世帯

（内訳）珠洲市２８００世帯、能登町２００世帯

1/22～24の長時間休止の概要

珠洲アナログ中継局を1/22正午から48時間休止
ＮＨＫ画面〈イメージ〉 民放画面

7/24の短時間休止の概要
珠洲アナログ中継局を午前１０時～１１時の１時間休止
珠洲市のＣＡＴＶ（能越ｹｰﾌﾞﾙ）：デジアナ変換で送信

珠洲市のＣＡＴＶ（能越ｹ ﾌー゙ﾙ）：デジアナ変換で送信

1/22から48時間休止中にデジサポ珠洲へ
の電話問い合わせは49件（うち、現地に出
向いての対応は30件）であった。
・チューナを設置済みだが映らない。
・使い方がわからない。
・制度を知らなかった。 など
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デジサポの概要
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地上デジタル放送に関する悪質商法の現状と対策

２ 注意喚起等の対策

●リーフレット、ホームページ、説明会等による地上デジタル放送の周知広報活動の中で悪質商法に対する注意喚
起を実施。

●地デジコールセンター（総務省地上デジタル放送受信相談センター）における相談対応の中で、悪質商法に係る問
い合わせに対応。

●民生委員（地域の民生委員児童委員協議会）に対し、詐欺被害防止のための住民への周知を依頼。

●関係府省庁間での情報共有体制の強化
・「デジタル放送への移行完了のための関係省庁連絡会議」の下に、「悪質商法等ＷＧ」を設置
・メーリングリストや、全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）の「消費生活相談情報データベース」の活用

３ 事案が発生した際の対応

被害の拡大防止と模倣犯の発生防止の観点から、事案が発生した地域を所管する総合通信局を中心に対応。

ホームページでの注意喚起
被害が発生した事案については報道発表
警察、消費生活センター等への情報提供
振り込め詐欺の場合、指定された金融機関への連絡
地方公共団体に対し、注意喚起の協力要請
放送事業者に番組で採り上げるよう協力依頼

総務本省から関係府省庁等への情報提供
事案が全国規模に発展する可能性のある場合には、総務本省からも注意喚起、報道発表等

悪質商法の事案は総務省で把握しているもので４７件（H16.2～）発生。うち７件については被害届が出されている。
また、４７件中、高齢者に係るものは２２件発生している。

（典型的な手口の類型）
－アンテナ工事業者等を装い家庭を訪問、前金を受け取り工事を実施しないもの
－公的機関等を装い、ビラやハガキなどにより地デジ対応の申込代金等を指定口座に振り込ませようとするもの
－電話で国や放送事業者等を騙り、工事の勧誘や工事代金の振込の要求等を行うもの

１ 悪質商法の現状
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デジタル放送推進のための行動計画（第１０次）

18

【現状と目標】
受信機器の世帯普及率（69.5%：2009年9月）

2010年3月（81.6%) → 2010年12月（96%） → 2011年4月(100%)
受信機器の普及台数（6085万台：2009年10月）

2010年3月（6960万台） → 2010年12月（8630万台） → 2011年7月（1億台）
辺地共聴施設の対応済率（35%：2009年9月）

2010年3月（64%) → 2011年3月までにほぼ全施設の対応完了
受信障害対策共聴施設の対応済率（18.7%：2009年9月）

2010年3月（50%) → 2011年3月（90％） → 2011年7月までに全施設の対応完了
集合住宅共聴施設の対応済率（66.4%：2009年9月）

2010年3月（80%) → 2011年3月（95％） → 2011年7月までに全施設の対応完了
ケーブルテレビのデジタル化（加入世帯2300万世帯、視聴可能世帯2250万世帯（97.8%）：2009年3月）

2011年初頭までに全加入世帯において視聴可能

○第１０次行動計画の策定にあたっての視点

◆ 視聴者の理解の醸成 ◆受信環境の整備 ◆送信環境の整備

○各主体による取組

◆ 政府、地上デジタルテレビジョン放送事業者、衛星放送事業者、ケーブルテレビ事業者、

受信機器メーカー、販売店、工事業者、地方公共団体、社団法人デジタル放送推進協会



国 名 開始時期 アナログ放送終了時期

英 国 1998年 9月 2008年～2012年に段階的終了

米 国 1998年11月
2009年 6月12日（ハワイ州は2009年1月15日に終了）
※当初2006年末の予定。2006年2月に2009年2月17日までの延

期を決定。2009年2月に再延期を決定

スウェーデン 1999年 4月 2005年～2007年10月15日に段階的終了

スペイン 2000年 5月 2008年~2010年4月3日までに段階的終了

オーストラリア 2001年 1月 2013年末（都市部は2010年末）

フィンランド 2001年 8月 2007年9月1日（全国一斉）

韓 国 2001年10月 2012年末まで

※当初2010年末の予定だったが、2007年に延期を決定

ド イ ツ 2002年11月 2003年～2008年11月25日に段階的終了

カ ナ ダ 2003年 3月 2011年8月31日

オランダ 2003年 4月 2006年12月11日

ス イ ス 2003年 8月 2006年7月～2008年2月25日に段階的終了

イタリア 2003年12月 2012年11月末に段階的終了

※当初2008年12月の予定だったが、2007年10月に延期を決定

フランス 2005年 3月 2009年第４四半期～2011年11月末までに段階的終了

デンマーク 2006年4月 2009年10月31日

ノルウェー 2007年9月 2009年11月31日

シンガポール 2008年 2月 －

中国 2008年1月 2015年までに終了予定

諸外国における地上放送のデジタル化の状況

（出典：NHKデータブック世界の放送2009 NHK放送文化研究所 編等）
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2009年10月現在
出典:OECD報告書他各種資料

フィンランド
(2001年8月開始)

エストニア
(2006年12月開始

リトアニア
(2006年6月開始)

スウェーデン
(1999年4月開始)

デンマーク
(2005年7月開始)

イギリス
(1998年9月開始)

ドイツ
(2002年11月開始)

オランダ
(2003年4月開始)

ベルギー
(2003年7月開始)

フランス
(2005年3月開始)

スペイン
(2000年5月開始)

ギリシャ
(2006年3月開始)

サウジアラビア
(2006年6月開始)

スイス
(2003年8月開始)

オーストリア
(2006年12月開始)

イタリア
(2003年12月開始)

チェコ共和国
(2005年10月開始)

アメリカ合衆国
(1998年11月開始)

オーストラリア
(2001年7月開始)

台湾（DVB-T）
(2004年3月開始)

韓国 (ATSC)
(2001年10月開始)

カナダ
(2003年3月開始)

中国（独自方式）
（2007年8月開始）

日本（ISDB-T）
(2003年12月開始)

ブラジル (ISDB-T)
（2006年6月方式決定）
（2007年12月開始）

日本方式（ISDB-T）
(Integrated Services Digital Broadcasting - Terrestrial)

米国方式（ATSC）
(Advanced Television Systems Committee)

欧州方式（DVB-T）
(Digital Video Broadcasting - Terrestrial)

： 開始済

： 開始済 ： 予定

： 開始済 ： 予定

： 予定

ペルー (ISDB-T)
（2009年4月方式決定）

アルゼンチン (ISDB-T)
（2009年8月方式決定）

世界各国の地上デジタルテレビ放送の動向

チリ (ISDB-T)
（2009年9月方式決定）

ベネズエラ (ISDB-T)
（2009年10月方式決定）
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